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幸福追求権の検討―純粋法学に寄せて― 

法学部法学科３年宇多鼓次朗 

１．はじめに 

 憲法１３条の幸福追求権の内容をめぐる人格的利益説と一般的自由説の対立が、政策的

価値判断に基づくのではないかという問題意識の下、ハンス・ケルゼンの純粋法学に寄せ

た方法で、幸福追求権について価値判断を排した検討を試みる。 

 

２．人格的利益説と一般的自由説 

 一般に、憲法１３条後段の幸福追求権をめぐっては、それが個別基本権を包括し、かつ、

両者が一般法と特別法の関係に立つということについては争いがないとされている。１しか

し、幸福追求権の内容をめぐっては、憲法観や憲法の前提とする人間像、人権の基礎づけ、

あるいは、基本的人権と憲法上の権利の区別など、様々な観点における各論者の立場が複

雑に絡み合った結果、諸学説が対立した状況にある。２ここでは代表的なものとして、現在

の通説とされる人格的利益説のうちの佐藤幸治教授の説と、反対説の阪本昌成教授の一般

的自由説について、それぞれの学説が主張する幸福追求権の内容の概観を検討する。 

 佐藤説は幸福追求権を、１３条前段の個人の尊重原理を受けて、人格的自律の存在とし

て自己を主張し、そのような存在であり続けるうえで重要な権利・自由を包括的に保障す

る権利と定義づけている。３佐藤説は人権の基礎づけに当たって、自然法論に依拠せず、「基

本的人権」の根拠と内実については、個人と社会・国家との在り方に関する道徳理論を手

がかりとして憲法１３条の「個人の尊重」に着目し、個人の尊重を一人ひとりの人間が人

格的自律の存在として最大限尊重されなければならないという趣旨に解し、人がそのよう

な存在として自己を主張し、そのような存在で在り続けるうえで重要な権利が幸福追求権

だとするのである。４ 

 これに対し阪本説は、理性や自律といった人間の合理的能力に期待せず、「ありのままの

人間」、すなわち、自分の自己愛を増進しようとする傾向をもった人間が、国家から強制さ

れない保護領域をもつことの重要性を説く思想体系であるところの古典的自由主義に立脚

する。５そして、法や憲法典の存在理由を、各人が、有限知の中で、それぞれの個別性を基

礎にしながら、自由にその自己愛を最大化できるよう共通の条件を整備することにあると

し、６「幸福追求権」を個別・多様な人間が、有限知のなかで、実践知を習得しながら、他

者からの強制を受けることなく、自己愛を最大化するための「一般的自由」を保障するも

のとしている。７ 

 

３．佐藤説の問題点 

 佐藤説は一方で「人の自律は〝善き生〟を目指してのものであること、しかし何が〝善

き生〟かは各人の判断するところであって国家がある特定の型を強制することは許されな
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いこと、ただ人のそうした〝善き生〟を求めての営みを可能ならしめる環境の整備を行う

のは国家の責務であること」８と述べて、価値の多元性を意識している。しかし、他方で「人

格」という言葉が用いられる。佐藤教授の用語の使い方はともかく、少なくとも語義にお

いて多少なりとも倫理的・道徳的な性質をもつ「人格」や「自律」といった概念が持ち込

まれることで、矛盾が生じるのではないか。実際、佐藤説は「服装・身なり、喫煙・飲酒、

登山・ヨット等々も、『自己決定権』として語られうるが、それらが人によっては大事なも

のであることを否定することはできないけれども、端的に
．．．

基本的人権かと問われると、肯

定することは難しい」９とするが、服装などの自由と基本的人権の区別の基準は必ずしも明

らかにされてはおらず、人格や自律の観点から重要性を区別しているのであれば、価値の

多元性を強調する点との整合性に疑問が残る。 

 

４．阪本説の問題点 

 阪本説が立脚する古典的自由主義は憲法条文に裏付けられるとする主張がある。憲法前

文の「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれ

らの子孫のために、諸国民の協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵

沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起こることのないやうにすることを決

意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。」という文言は、〈自

由のもたらす恵沢を現在と将来の国民に確保することが憲法制定の目的（の一つ）である〉

という古典的自由主義の政治思想を表しているというのである。１０しかし、前文から憲法

制定の目的の一つが自由のもたらす恵沢の確保であると言えたとしても、それを以て自由

が憲法典にとって唯一の価値であるとまでは言えず、加えて憲法典の人権規定の中に生存

権や参政権といったものが含まれていることを考えると、憲法典における基本的人権は古

典的自由主義の言うような国家と対峙する自由のみではないと考えられる。又、阪本教授

は古典的自由主義を説明するに当たって「自由な個々人の相互行為は、他からの強制・妨

害がない限り、全体として最も好ましい結果を生むばかりではなく、自由こそ望ましい秩

序の母である、と考える」１１としている。しかし、この考え方自体好ましい
．．．．

結果や望まし
．．．

い
．
秩序を志向する点において政策的な価値判断を含んでいるのではないか。 

 

５．両説の議論の問題と解決策 

 以上の通り、佐藤説も阪本説も、憲法条文の文言や構造とは別の道徳理論や思想体系に

依拠しており、そのことが問題を引き起こしているように思われる。又、そうしたものに

依拠するに当たっては政策的な価値判断が行われていると考えられる。 

 ２０世紀の法学者ハンス・ケルゼンは「あることを一つの目的、それ自体さらなる目的

のための手段ではない究極の目的だと宣言する言明」１２は価値判断であり、「もしこのよう

な究極の諸目的の主張が諸要請または正義の諸規範の形で現れるならば、それらは常に純

粋に主観的な、それゆえ相対的な価値判断に立脚している。」１２そして「一つの価値判断、
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すなわち願望に立脚するある要請の合理的正当化は、自己―欺瞞あるいは―およそ同じこ

とだが―イデオロギーである。」１３と述べている。佐藤説でいう人格的自律や阪本説でいう

古典的自由主義の思想は、それ自体が「憲法理念に基づいた社会とはかくあるべし」とい

う究極の目的であり、主観的に理想の社会を志向する政策的価値判断が入り込んでいると

考えられる。 

 こうした政策的価値判断に基づく両説は、価値観を共有する者にとっては説得的である

がそうでない者にとっては受け入れ難い。又、基礎となる思想を共有していない両説間で

噛み合った議論を行うのは難しいと思われる。両説の議論の問題を解決するためには、理

想の社会を前提とせず、政策的価値判断、即ち思想・道徳を排除する必要がある。 

 

６．政策的価値判断の排除と純粋法学 

 以下で、政策的価値判断を排除する方法について検討してゆく。そもそも、佐藤説や阪

本説が政策的価値判断に依拠することとなったのは、人権の基礎づけ、つまり、法が定め

る人権が現実にどうあるかではなく、どうあるべきかという問題を取り扱ったためである。

そこで、本稿ではこうした問題は扱わず、実定法の分析のみに限定して、条文の文言とそ

の客観的意味だけから論理的に可能な解釈に徹することを試みる。 

 基本的人権の基礎づけは正義を目指すものである。確かに、立法が正義を目指して行わ

れることは殆ど疑いがなく、そのため法と正義の間に関連があることは否定できない。し

かし、実定法は正義や道徳そのものではなく、立法というプロセスを経て強制力を有する

に至ったものである。その差異を重視すれば、正義の追求の責を負う立法や司法実務とは

別の、正義から離れた客観的・論理的な法文解釈としての法学
．．

の存立可能性を否定するこ

とはできないのではないか。本稿ではそのような法学における幸福追求権解釈を目指す。 

 このような法学を目指す上で有用だと考えられるのが、ケルゼンの純粋法学である。１５

純粋法学は、実定法の構造分析を目指すに当たって「実定法規範の内容の中に見いだしえ

ないものが法概念に入り込んではならない」１６とした上で、「実定法の存在は、それが正義

ないし『自然法』に合致する、しないに関わりがない」１７とする。「ほとんど完全に―公然

にであれ、ひそかにであれ―法律政策的議論に変質してしまつた法律学を真正の科学の高

みに、精神科学の高みに引き上げる」１８という純粋法学の目的は、正に本稿の目指すとこ

ろと同一であると考える。 

 

７．純粋法学における法解釈 

 こうした法学に対しては、あらゆる解釈は価値判断から切り離せないという批判があり

得る。しかし、ケルゼンは法解釈について「解釈をもつて執行される規範の意義を確定す

るところであるとすれば、この活動の成果は単に解釈される規範が表現するわくを確定し、

それとともに、このわくのうちに与えられている多くの可能性を認識するにとどまる」と

し、判決において採られる選択肢は一つであるが、「判決が法に基づいているとゆうことは、
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実は、それが法律の表現するわくのうちにあるとゆうことを意味するにすぎ」ず、１９「法

律の適用に当たつて、その際に必要なわくの確定―定立されるべき行為がこのわくのうち

に保たれねばならないところの―を超えて、認識活動がまだ行われ得る限り、それは実定

法の認識ではなくて、ここで法設定の過程に流れ込む他の諸規範―道徳の規範、正義の規

範、国民の幸福・国家の利益・進歩・その他の標語で名付けられるのを常とする社会的価

値判断―の認識である。」２０とする。法解釈の意義をこのように解すれば、解釈に当たって

積極的に唯一解を求める必要はなく、消極的に、法律の文言や構造の客観的意味に反する

ことを除外していくことは可能であり、その限りにおいて政策的価値判断を排することは

できるものと考える。 

 よって、裁判官が判決を下す（わくの中の１つを選択する）に当たって行う価値判断は

ここでは問題としない。純粋法学（及びそれを援用する本稿）は「法律学を政策からきれ

いに引き離す」２１事を目指すものであるから、「（政策形成であるところの）判決に与える

ところがない」というのはそもそも批判にはなり得ないと考える。 

 

８．価値相対主義に基づく純粋法学 

 前提として、ケルゼンの純粋法学は価値相対主義に基づく。他方、憲法１３条は通常、

個人主義を表明したものとされる。そのため、憲法解釈に当たって純粋法学の手法を用い

るに際しては、価値相対主義はそもそも憲法条文に適合しないのではないかという問題が

生じる。 

 しかし、憲法１３条の「個人として尊重」とは、積極的に個人主義を採ることを表明し

ているわけではなく、個人を社会・国家集団に統合する、個人に優越する価値の存在（あ

るいは認識可能性）を否定するものと見ることもできる。このように解すると、むしろ、

価値相対主義に適合的な条文であると考えられる。 

 又、幸福追求権と並んで憲法１３条で保障される“自由”は、相対主義価値哲学に基づ

くとされる２２ことからも、価値相対主義は憲法１３条の条文に適合的であると言える。 

 

９．幸福追求権の保障範囲の限定 

 憲法１３条は、「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由および幸福追求に対

する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他国政の上で、最大の

尊重を必要とする。」と規定している。このことから、「『生命・自由・幸福追求』権は、疑

いもなく、第一三条前段の『個人の尊重』の原理と不可分であり、それを体現するもので

ある」といえる。２３ 

 棟居快行教授は、幸福追求権と他の個別自由権との差異について、「幸福」の不定型さ故

に幸福追求権は「憲法が国民にいわば白紙のキャンヴァスを渡したに等しく、権利行使の

対象のみならず権利の一般的内容までが各人のデッサンに委ねられている」として、幸福

追求権には主観的自己決定的側面はあるが客観的制度的側面（自主的なルールの枠組みを
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国家は侵害してはならず、さらに洗練化する義務を負っているという側面）は欠落してい

ると指摘する。２４  

 そしてこのような不定形な幸福追求権の取り扱いについて、棟居教授は「A幸福追求権の

法規範性を否定する、B幸福追求権の意味は不定形なままでも、その妥当領域を狭い範囲に

閉じ込める、C列挙された自由権を手がかりに幸福追求権の意味内容を詰めてゆく」という

３つの方法を提示する。２５まず、Aについては、憲法１３条に「幸福追求に対する国民の

権利」とあることから条文適合的ではない。次に、Bについては、幸福追求権を最狭義に捉

えて他者とのかかわりが存在しない「私事」についての自己決定権だけを意味すると考え

る方法があるが２６、棟居教授が指摘する通り、私事といえど「他者とのかかわり」をまる

で持たないとは言えない。２７そもそも、他者とのかかわりをまるで持たない私事について

制約がなされるとは考えにくく、この考え方を突き詰めれば幸福追求権の意味が無くなり

かねない。そして、Cについて、棟居教授は「（イ）幸福追求権を列挙された自由権と同様

の不文の自由権（『新しい人権』）を読み込むための補充規定と見るか、（ロ）逆に列挙され

た自由権を幸福追求権の単なる例示と見るか」という二つの可能性を示している。２８この

２つはいずれにせよ、幸福追求権と個別自由権を同質のものと捉えている。 

 棟居教授の A,B,Cの類型は、欠落した客観的制度的側面を補って幸福追求権自体からそ

の意味内容や外形を確定するための取り扱い方である。しかし、棟居教授のこのような幸

福追求権の取り扱いには問題がある。 

 

１０．法の欠缺の否定 

 確かに、幸福追求権には客観的制度的側面が欠落している。しかし、純粋法学の法解釈

方法からすると、この欠落を欠缺とみなして補充するべきではない。 

 なぜなら、純粋法学では法の欠缺は否定されるからである。「ある場合に、欠缺
．．

があると

言われるとすれば、この言葉に迷わされ易いことであるが、規範が缺けているために決定

が理論的に不可能だとゆうことを意味するのではない。単に、是認又は棄却の決定―論理

的に可能な―が決定の任務を有する機関によつて、即ち、法律適用の任務を有する機関に

よつて、あまりに反目的的であるとか、あまりに不当であるとか感じられること、そう感

じられることがあまりに甚だしいいために、立法者はこの場合を全く考えなかつたのであ

り、もし考えたならば、法律に基づいて決定されるとは異なるように決定したであろうと

右の機関が考えるように傾いたことを意味するにすぎない。」２９又、「法律を適用すること

がいやしくも技術的に可能であるとするならば、立法者が必ず規定しておかなければなら

なかつたものを実際には規定していない」という技術的欠缺も否定される。技術的欠缺は

「実は、元来の意義における欠缺であるか、…そうでなければ、規範がわくの性格を有す

ることから生じる不規定性である。」そして、後者の場合、「規範は無意味の内容を有」す

るのであり、「いかなる解釈によつても、それから意味を取り出すことはできない」のであ

る。３０ 
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 「幸福追求権には客観的制度的側面が欠落している」と言う場合の「欠落」は、単に「幸

福追求権には他の個別自由権にある客観的側面がない」ということと意味するだけであっ

て、「それを補充すべき」ということまで意味するわけではない。 

  

１１．幸福追求権の外形 

 ９章でみた棟居教授の幸福追求権の取り扱いは、幸福追求権の客観的制度的側面の欠落

を技術的欠缺と捉え、それを補充しようとするものである。しかし、技術的欠缺の補充は

否定されるべきであり、幸福追求権はその客観的制度的側面について「無意味の内容を有」

すると考えるべきである。 

 客観的制度的側面の欠落した幸福追求権について、条文の客観的意味以外からその保障

範囲の外形を確定し、ある行為をその保障の範囲から除くということは、個の多様性を認

める個人の尊重原理から適当でないだけでなく、そのような判断は上述の棟居教授の比喩

になぞらえて言えば、白紙のキャンヴァスを渡しておきながらそこに手本通りの絵を描く

ことを強要するようなものである。純粋法学における法解釈からすると、（言わば目の前に

対象物としてある白紙のキャンヴァスであるところの）条文の客観的意味
．．．．．．．．

の認識こそが幸

福追求権の解釈におけるわくであり、それを超えて（キャンヴァスに書かれるべき手本に

当たる）条文にない
．．．．．

方法での
．．．．

幸福追求権の限定
．．．．．．．．

を考察する活動は、法解釈を超えた社会的

価値判断なのである。 

 よって、条文の客観的意味以外によって幸福追求権の客観的制度的側面に何らかの限定

を付すことは適切でなく、幸福追求権の外形は条文上の「公共の福祉」によって決定せざ

るを得ないと考えられる。 

 

１２．自由権と社会権 

 ここまで、幸福追求権を自由権として捉えてきたが、幸福追求権は社会権を含むのかと

いうことも問題となる。憲法２５条を社会権の総則規定と捉えると、幸福追求権の本体は

主として自由権であると考えられる。３１「すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を

営む権利を有する。」という憲法２５条の条文は、幸福追求権同様、幅をもった抽象的な条

文となっており、客観的側面は十分に具体化されていない。このように考えると、憲法１

３条と２５条は共通する構造を採っており、自由権と社会権というそれぞれの分野におけ

る総則規定として、保障範囲を異にすると考えられる。 

 この区別は幸福追求権自体からその保障の外形を決しているようにも見える。しかし、

「幸福追求権の外形は公共の福祉によって決定せざるをえない」という上述の主張は、あ

くまでも、幸福追求権に客観的側面が欠けているが故に自由権の中において幸福追求権に

含まれるものとそうでないものの区別ができないという主張であって、社会権と自由権の

間には国家の作為を必要とするか否かという客観的基準があるため、３２幸福追求権は社会

権を含むのかという問題とは別である。 
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１３．公共の福祉 

 公共の福祉については、通説的見解は「①公共の福祉とは人権相互の矛盾・衝突を調整

するための実質的公平の原理である。②この意味での公共の福祉は、憲法規定にかかわら

ずすべての人権に理論必然的に内在している。③この原理は、自由権を各人に公平に保障

するための制約を根拠づける場合には、必要最小限の規制のみを認め（自由国家的公共の

福祉）、社会権を実質的に保障するために自由権の規制を根拠づける場合には、必要な限度

の規制を認めるもの（社会国家的公共の福祉）として働く」とする。３３しかし、このよう

な説明は、公共の福祉による基本権制約の正当化基準を実態に即して説明したものではあ

っても、条文の文言としての「公共の福祉」の解釈とは言い難い。 

 幸福追求権を包括的基本権と捉えることを前提として、条文から言えるのは、（１）１３

条において幸福追求権の尊重に「公共の福祉に反しない限り」という留保が付いているこ

と、（２）幸福追求権の一部である列挙された個別自由権の多くには条文上「公共の福祉」

がかかっていないこと、（３）同じく幸福追求権の一部である２２条の「居住、移転、職業

選択の自由」と２９条の「財産権」には条文上「公共の福祉」がかかっていること、の３

点である。 

 種谷春洋博士は、公共の福祉には社会秩序を維持し、危害を防止するための消極的作用

（自由国家的公共の福祉に当たると思われる）と、社会秩序を形成し、福祉を増進するた

めの積極的作用（社会国家的公共の福祉に当たると思われる）があるとして、「憲法が『公

共の福祉』という同一の文言を用いる場合、その内容は、実定法概念としては、原則とし

て、同一でなければならない、と解されるから、憲法所定の『公共の福祉』は、すべて、

この２種の作用を含むと解される」とする。そして、消極的作用は全ての基本権が負担す

べき社会秩序維持の義務から導かれるから、この作用は公共の福祉の中のより基本的な作

用に属し、条文上の「公共の福祉」は消極的作用に関しては単に確認的意義が与えられる

にすぎないとする。３４また、１３条の「公共の福祉」と、「公共の福祉」の留保のない個別

基本権との関係について、種谷博士は「第一三条の『公共の福祉』のうち、その法秩序維

持の消極作用のみは、憲法上、明文の根拠あると否とを問わず、基本権体系じたいに内在

し、したがつて第一三条は右作用に関する限り単なる確認的意味のみをもつから、右の個

別基本権に対しても、また、排除されない。他方、憲法一三条の『公共の福祉』のうち、

前述の積極作用は、憲法一三条の明文を根拠とする創設的意味をもつから、一般法・特別

法説からは、その作用は、個別基本権に適用されない。」とする。３５ 

 これらから、１３条、２２条、２９条には消極的作用と積極的作用を併せ持つ公共の福

祉がかかり、条文上公共の福祉の留保を受けないその他の個別基本権には消極的作用のみ

がかかると考えられる。 

 公共の福祉を消極的作用と積極的作用に分けるこのような考え方は、条文の文言から離

れており、条文に即した解釈を徹底するためには、条文上公共の福祉がかかっていない個
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別自由権には公共の福祉の消極的作用を及ぼすべきでないようにも見える。しかし、論理

的に条文上公共の福祉の留保のない個別自由権といえども、他者の権利と衝突することは

否定できず、そのような衝突を調整するための消極的作用は憲法体系に内在していると考

えざるを得ない。又、個別自由権が幸福追求権の一部であるとすれば、１３条の公共の福

祉を以て全ての個別自由権に対する制約と考えることもできるが、その場合、同じく幸福

追求権の一部を構成する２２条と２９条にのみ公共の福祉が明示されていることの説明が

つかなくなる。 

 なお、一般法、特別法という関係は、あくまでも公共の福祉のかかり方に関するもので

あり、権利の内容の面で幸福追求権が他の個別自由権を包括することと矛盾はしないと考

えられる。 

 

１４．おわりに 

 以上から、条文の客観的意味から幸福追求権を解釈すると、①幸福追求権の外形は決定

できず、公共の福祉によって制約が認められる場合を除き、あらゆる一般的行為が幸福追

求権に含まれる。②幸福追求権にかかる公共の福祉には、原則として積極的作用と消極的

作用の両方が含まれる、と結論付ける。 

 本稿は、条文の客観的意味から言えることにのみ目を向けた一面的なものである。実際

に法を扱うためには、複雑な事情に折り合いをつける必要があり、そうした中では客観的

解釈など不可能なのかもしれない。しかし、法を解釈するに当たって、多くの論者が各々

主観的に「条文外の見えないもの」を見ようと様々な方向を向いていては視線が交わらず、

噛み合った議論が難しくなるため、条文の客観的意味という一点に視線を集め、それに対

する批判や修正を通して噛み合った議論がなされていくための叩き台が必要である。本稿

には内容の面でより詳細な検討が必要ではあるが、３６こうした叩き台としての役割は果た

し得るのではないか。 
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